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の問題であるとする Vasseur, op.cit., no113も参照。
































わしい（Cass. 28 fév. 1899, S.1901.1.31は否定説、Cass. 29 avr. 1901, S.1903.1.321
は肯定説）。質権については物的代位は、否定されなければならないと思われ
る（Cass. civ., 24 janv. 1905, S.1905.1.113参 照。 反 対：Aix, 12 fév. 1912, 
S.1913.2.281.）。〔旧〕2074条は、質権設定行為において、質権の目的物の種類
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27） Vasseur, op.cit., no115.
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61） Kuhn, op.cit., p.41 note37.
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63） Y. Blandin, Sûretés et bien circulant, 2016, no64. A. ‒M. Panpandréou‒Deteville, Le droit 
anglais des biens, 2004, p.397, no581も同様。
 　さらに Blandin, op.cit., no65は、セキュリティインタレストにおいても UCC 9‒315条に
よって物的代位が認められるとする。
64） Blandin, op. cit., no6. Blandin, op.cit., no182においても、2336条が物的代位規定であると
される。
















66） Blandin, op.cit., no222.また、事実上の総体を特徴づけるものは動産の複数性ではなく特
定の目的に充当がされていることであるとして、絵画1点ではコレクションを構成すると
は言えないから事実上の総体は存在しないとした Cass. com., 17 oct. 1995, IV. no240を批判
する（Blandin, op.cit., p.150 note23）。
67） Blandin, op.cit., no181.
68） Blandin, op.cit., no182では、代替物上の担保権についての法的説明が試みられている。






























69） Blandin, op.cit., no190. なお、同所では、口座の担保化の場合は、構成要素の代替性によっ
てではなく、総体であることから構造的に物的代位が認められ、この点で、有体物の場合
には 2342条が制約となるのとは異なるとする。もっとも、Blandin, op.cit., no203は、当事
者意思によって代替可能性を付与できるとした判例（Cass. req., 30 mars 1926, DH1926. 
217.）ならびにリボルビング型質権（gage  tournant）を認めた判例（Cass. com., 26 mai 





 　Blandin, op.cit., no193は、グリマルディ草案 2339条が担保目的物の変動対象を代替物に
限定することなく、あらゆる物に拡大して規定していたことを、経済の実態並びにニーズ
に合致するものとして高く評価する。



























































わが国では、最判昭和 54年 2月 15日民集 33巻 1号 51頁が「構成部分の変動
する集合動産についても、その種類、所在場所及び量的範囲を指定するなどな
んらかの方法で目的物の範囲が特定される場合には、1個の集合物として譲渡
担保の目的となりうるものと解するのが相当である。」と判示する。ある動産
が 1個の集合物の構成要素であると判断できるのであれば、その動産には譲渡
担保の効力が及ぶ。しかし、担保目的物として特定される集合物に流入したと
いうだけで、新たに流入した物にも担保の効力が及ぶとされる理由は必ずしも
明確であるとは言えない。また、担保価値の変動に対する歯止めもないことか
ら、担保価値の減少に対しては担保権設定契約において一定量以上の担保目的
物を維持すべき義務を設定者に課したり、一定時期ごとに設定者に現況報告書
を提出する義務を課したりすることが考えられる。これに対して担保価値の増
加に対する歯止めは取り立てて存在しない。フランスでは、これが設定者の一
般債権者にとって重大な問題となることが指摘されている。物的代位論を導入
することには、この問題に対処するという意味もある。それは、伝統的に、物
的代位論においては被代位物と代位物との間の牽連性が重要な要素として位置
付けられていることによる。被代位物と代位物との等価性は要求されないもの
の牽連性が要求されることによって、担保目的物の価値が急激に増加すること
が回避できる。この点は、わが国の議論においても参照する価値はあるだろう。
本稿は、平成29年度科学研究費補助・基盤研究（c）による研究成果の一部
である。
（なおい・よしのり　筑波大学法科大学院准教授）
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